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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　繊維強化熱可塑性プラスチック材料の支持部材、該支持部材の表面の少なくとも一部に
わたって広がる少なくとも１つの吸音部材、及び該吸音部材の表面の少なくとも一部にわ
たって広がりかつそれを越えて広がる層を備え、該層と該支持部材の間に該吸音部材が少
なくとも部分的に封入され、該層の少なくとも一部が該支持部材に融着されている、被覆
部材であって、
　該吸音部材が、該支持部材にも該層にも融着せずに、封入されており、
　該層が、接着する層であり、
　該支持部材と該接着する層の間から該吸音部材を取り除くために、該接着する層が、取
り除くかまたは切り開くように適合されていることを、特徴とする被覆部材。
【請求項２】
　前記吸音部材が全体的に前記接着する層及び前記支持部材によって囲まれている、請求
項１に記載の被覆部材。
【請求項３】
　前記接着する層が箔又はフリースである、請求項１又は２に記載の被覆部材。
【請求項４】
　第２の接着する層が前記吸音部材と前記支持部材の間に配置されている、請求項１～３
のいずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項５】
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　前記熱可塑性プラスチック材料がポリオレフィンである、請求項１～４のいずれか１項
に記載の被覆部材。
【請求項６】
　前記ポリオレフィンがポリプロピレンである、請求項５に記載の被覆部材。
【請求項７】
　前記ポリオレフィンがポリエチレンである、請求項５に記載の被覆部材。
【請求項８】
　前記熱可塑性プラスチック材料がポリアミドである、請求項１～４のいずれか１項に記
載の被覆部材。
【請求項９】
　前記支持部材の繊維強化熱可塑性プラスチック材料における繊維の割合が５～８０重量
％の範囲である、請求項１～８のいずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項１０】
　前記支持部材の繊維強化熱可塑性プラスチック材料における繊維の割合が１０～２５重
量％の範囲である、請求項１～９のいずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項１１】
　前記支持部材の繊維強化熱可塑性プラスチック材料における繊維の割合が２０重量％で
ある、請求項１～９のいずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項１２】
　前記支持部材の繊維がガラス繊維及び／又は玄武岩繊維及び／又は天然繊維からなる、
請求項１～１１のいずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項１３】
　前記天然繊維が麻繊維、バナナ繊維、ココヤシ繊維、及び／又は亜麻繊維からなる、請
求項１２に記載の被覆部材。
【請求項１４】
　前記吸音部材が連続気泡構造を備える、請求項１～１３のいずれか１項に記載の被覆部
材。
【請求項１５】
　前記連続気泡構造が発泡材料からなる、請求項１４に記載の被覆部材。
【請求項１６】
　前記発泡材料がポリウレタンである、請求項１５に記載の被覆部材。
【請求項１７】
　前記吸音部材がフェルト様材料、ガラスウール又は岩綿からなる、請求項１～１６のい
ずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項１８】
　前記吸音部材が異なる吸音特性を有する複数の独立した部分からなる、請求項１～１７
のいずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項１９】
　前記吸音部材に穴が設けられ、それにより、前記接着する層が該穴を介して前記支持部
材に接着されている、請求項１～１８のいずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項２０】
　前記接着する層が、前記支持部材の熱可塑性プラスチック材料と同じ熱可塑性材料から
なる、請求項１～１９のいずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項２１】
　前記接着する層に油をはじく及び／又は燃料をはじく剤が含浸されている、請求項１～
２０のいずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項２２】
　熱安定性部材が、前記支持部材と前記吸音部材の間及び／又は前記接着する層と該吸音
部材の間に配置されている、請求項１～２１のいずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項２３】



(3) JP 4804481 B2 2011.11.2

10

20

30

40

50

　前記熱安定性部材と前記吸音部材が一体化されている、請求項２２に記載の被覆部材。
【請求項２４】
　前記被覆部材の一部に、耐熱部材が設けられている、請求項１～２３のいずれか１項に
記載の被覆部材。
【請求項２５】
　前記耐熱部材がアルミニウム部材である、請求項２４に記載の被覆部材。
【請求項２６】
　前記被覆部材が平板である、請求項１～２５のいずれか１項に記載の被覆部材。
【請求項２７】
　前記支持部材の繊維強化熱可塑性プラスチック材料が、ガラスマット強化熱可塑性物質
（ＧＭＴ）又は長繊維強化熱可塑性物質（ＬＦＴ）からなる、請求項１～２６のいずれか
１項に記載の被覆部材。
【請求項２８】
　ｉ）上昇した温度の繊維強化熱可塑性プラスチック材料からなる支持部材、吸音部材及
び層を、該吸音部材の表面の少なくとも一部にわたって該層が広がるよう、型内に配置す
ること、
　ｉｉ）被覆部材を形成するため、該支持部材、該吸音部材及び該層を該型内で上昇した
圧力において所望の形にすること（ここで、該プラスチック材料が該吸音部材にわたって
広がりかつ該層の一部にわたって広がるよう、該被覆部材の繊維強化熱可塑性プラスチッ
ク材料は粘性の様相にある）、
　ｉｉｉ）該層の一部に融着する固体の支持部材が、該繊維強化熱可塑性プラスチック材
料によって形成されるよう、該被覆部材を該型内で冷却すること（ここで、該吸音部材は
該支持部材と該層の間に少なくとも部分的に封入される）
を含む、被覆部材の製造方法であって、
　該吸音部材が、該支持部材にも該層にも融着せずに、封入されており、
　該層が、接着する層であり、
　該支持部材と該接着する層の間から該吸音部材を取り除くために、該接着する層が、取
り除くかまたは切り開くように適合されていることを、特徴とする製造方法。
【請求項２９】
　工程ｉ）は、前記支持部材を少なくとも１７５℃～２７５℃の温度に加熱すること、及
び該加熱された支持部材を前記型内に配置することを含む、請求項２８に記載の方法。
【請求項３０】
　前記加熱温度が少なくとも２００℃～２２０℃の温度である、請求項２９に記載の方法
。
【請求項３１】
　工程ｉｉ）が行われるとき前記吸音部材の全体が前記支持部材と前記接着する層の間に
封入されるよう、工程ｉ）では該吸音部材の表面の全体にわたって該接着する層が広がっ
ている、請求項２８、２９又は３０に記載の方法。
【請求項３２】
　前記接着する層が箔又はフリースである、請求項２８～３１のいずれか１項に記載の方
法。
【請求項３３】
　第２の接着する層が前記吸音部材と前記支持部材の間に配置される、請求項２８～３２
のいずれか１項に記載の方法。
【請求項３４】
　前記熱可塑性プラスチック材料がポリオレフィンからなる、請求項２８～３３のいずれ
か１項に記載の方法。
【請求項３５】
　前記ポリオレフィンがポリプロピレンである、請求項３４に記載の方法。
【請求項３６】
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　前記ポリオレフィンがポリエチレンである、請求項３４に記載の方法。
【請求項３７】
　前記熱可塑性プラスチック材料がポリアミドである、請求項２８～３３のいずれか１項
に記載の方法。
【請求項３８】
　前記繊維強化熱可塑性プラスチック材料が粘性の状態で前記型に導入される、請求項２
８～３７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項３９】
　前記接着する層が最初に前記型内に配置され、次いで前記吸音部材及び前記熱可塑性プ
ラスチック材料が配置される、請求項２８～３８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項４０】
　前記熱可塑性プラスチック材料が最初に前記型内に導入され、次いで前記吸音部材及び
前記接着層が導入される、請求項２８～３９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項４１】
　前記吸音部材と前記接着する層が前記型の外で合わされ、そしてひとまとまりの物とし
て該型内に配置される、請求項２８～４０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項４２】
　前記支持部材の繊維強化熱可塑性材料における繊維の割合が５～８０％の範囲である、
請求項２８～４１のいずれか１項に記載の方法。
【請求項４３】
　前記支持部材の繊維強化熱可塑性材料における繊維の割合が１０～２５％の範囲である
、請求項４２に記載の方法。
【請求項４４】
　前記支持部材の繊維強化熱可塑性材料における繊維の割合が２０％である、請求項４３
に記載の方法。
【請求項４５】
　前記支持部材の繊維がガラス繊維及び／又は玄武岩繊維及び／又は天然繊維からなる、
請求項２８～４４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項４６】
　前記天然繊維が麻繊維、バナナ繊維、ココヤシ繊維、及び／又は亜麻繊維からなる、請
求項２８～４５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項４７】
　前記吸音部材が連続気泡構造を備える、請求項２８～４６のいずれか１項に記載の方法
。
【請求項４８】
　前記連続気泡構造が発泡材料からなる、請求項４７に記載の方法。
【請求項４９】
　前記発泡材料がポリウレタンである、請求項４８に記載の方法。
【請求項５０】
　前記吸音部材がフェルト様材料、ガラスウール又は岩綿からなる、請求項２８～４９の
いずれか１項に記載の方法。
【請求項５１】
　前記接着する層が、前記支持部材と同じ熱可塑性材料からなる、請求項２８～５０のい
ずれか１項に記載の方法。
【請求項５２】
　前記接着する層に油をはじく及び／又は燃料をはじく剤が含浸される、請求項２８～５
１のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５３】
　熱安定性部材が、前記支持部材と前記吸音部材の間及び／又は前記接着する層と該吸音
部材の間に配置される、請求項２８～５２のいずれか１項に記載の方法。
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【請求項５４】
　前記熱安定性部材と前記吸音部材が一体化されている、請求項５３に記載の方法。
【請求項５５】
　前記被覆部材の一部に、耐熱部材が設けられる、請求項２８～５４のいずれか１項に記
載の方法。
【請求項５６】
　前記耐熱部材がアルミニウム部材である、請求項５５に記載の方法。
【請求項５７】
　前記繊維強化プラスチック材料が、ガラスマット強化熱可塑性物質（ＧＭＴ）又は長繊
維強化熱可塑性物質（ＬＦＴ）である、請求項２８～５６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５８】
　前記吸音部材に穴が設けられ、それにより、前記接着する層が該穴を介して前記支持部
材に接着される、請求項２８～５７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５９】
　前記吸音部材が前記支持部材上で複数の独立した部分として配置される、請求項２８～
５８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６０】
　前記吸音部材が異なる吸音特性を有する複数の独立した部分からなる、請求項５９に記
載の方法。
【請求項６１】
　請求項１～２７のいずれか１項に記載の被覆部材を備える輸送手段用被覆部材。
【請求項６２】
　輸送手段、好ましくは自動車又は航空機を覆うための、請求項１～２７のいずれか１項
に記載の被覆部材の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、吸音部材を備える被覆部材、被覆部材の製造方法、本方法により得られる被
覆部材、該被覆部材を備える輸送手段用被覆部材、及び該被覆部材の使用に関する。
【背景技術】
【０００２】
　輸送手段（特に自動車）の設計及び製造において、輸送手段が発する音及び外部からく
る音（例えば自動車の下部に対して道路が削られることにより生じる音）を吸収する又は
減衰させることは、ますます重要になっている。輸送手段の雑音の影響を減らすことには
、特に、乗客の快適さが向上するという有利な効果がある。さらに、乗客はそれほどすぐ
に疲れなくなる。別の好ましい効果は、輸送手段の近くで雑音の影響が減るということで
ある。
【０００３】
　しかし、現在、輸送手段の部品の多くがプラスチックから作られている。これは、プラ
スチックを使用する方が、金属を使用するより相当数の利点があるからである。プラスチ
ックを使用することの最も重要な特徴の一つは、部品がより軽い形態となることである。
プラスチックの被覆部材（すなわち輸送手段の製造に使用できる部材）は、輸送手段の多
くの異なる場所（例えばエンジン部分、外表面、さらには輸送手段の内部）で使用されて
いる。
【０００４】
　プラスチック部品を例えば自動車の下側に使用することの欠点は、吸音部材を使用しな
い場合、部品がいわゆる共鳴箱として働くということである。輸送手段が発する音は、こ
の場合、プラスチック部品により増幅される。これは望ましくないことである。この問題
を回避するため、プラスチック部品に吸音部材を設けることができる。しかし、そのよう
な部材の配置は、労力がかかり、より高い製造コストをもたらす。
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　この場合、吸音部材は、プラスチック部品に固定して取り付けられる。その欠点は、輸
送手段を廃棄あるいは少なくとも解体する場合、吸音部材をプラスチック部品から分離す
ることが困難であるということである。しかし、輸送手段を廃棄及び処理することに対し
環境規制がますます厳しくなっていることから、吸音部材をプラスチック部品から分離す
ることは必要である。しかし、吸音部材はプラスチック部品に固定して取り付けられてい
るため、該部材をプラスチック部品から分離することは不可能又は非常に困難であり、輸
送手段の処理コストはより高くなっている。
【０００６】
　本発明は、上述した問題に対して解決手段を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この目的のため、本発明の第１の態様は、繊維強化熱可塑性プラスチック材料の支持部
材、該支持部材の表面の少なくとも一部にわたって広がる少なくとも１つの吸音部材、及
び該吸音部材の表面の少なくとも一部にわたって広がりかつそれを越えて広がる接着層を
備え、該接着層と該支持部材の間に該吸音部材が少なくとも部分的に封入されるように、
該接着層の少なくとも一部が該支持部材に接着されている、被覆部材に関する。
【０００８】
　そのような被覆部材の利点は、輸送手段を廃棄するとき、該吸音部材を簡単にかつ一体
的に該支持部材から分離できるということである。最終的に、吸音部材を取り除くため、
接着層を取り除くか又は切り開くだけでよい。このことは、輸送手段の環境への影響に対
して好ましい効果があり、さらに、輸送手段を廃棄する又は少なくとも解体する費用に対
しても好ましい効果がある。
【０００９】
　さらなる利点は、該被覆部材が、多くの場合、吸音部材を支持部材に接着した被覆部材
よりも、よい音響特性を有することである。本発明による被覆部材はさらに、輸送手段内
の被覆部材が配置される位置に応じて、さまざまな吸音特性を有する吸音部材を用いると
いう簡単な態様の選択肢を提供する。やはり、エンジンの近くに配置される被覆部材は、
通常、車輪の近くに配置される被覆部材よりも高い吸音能力を必要とする。
【００１０】
　本発明による被覆部材のもう一つの利点は、吸音部材が配置されていない部分での被覆
部材の肉厚が、吸音部材のないプレートの肉厚よりもごくわずかに厚いにすぎないという
ことである。
【００１１】
　吸音部材は、ほぼ全体的に接着層と支持部材とによって囲まれることが好ましい。こう
すれば、本発明による被覆部材を設けた輸送手段の使用時に吸音部材がずれる恐れが少な
くなるという利点がある。さらなる利点は、外部作用（例えばオイル製品や冷却剤）に対
する吸音部材の保護が向上するということである。
【００１２】
　接着層は箔であることがさらに好ましい。箔の利点は、外部の物質（例えばオイル製品
や冷却剤）に対してそれが非常によい防護壁を形成するということである。箔を用いるこ
とにより、輸送手段（例えば自動車及び航空機）に使用され、そして吸音部材に作用して
該部材の特性を劣化させ得る物質に対して、比較的よい保護が得られる。
【００１３】
　もう一つの好ましい実施形態において、接着層はフリースからなる。その比較的目が粗
い構造のため、フリースはそれ自体で優れた吸音特性をすでに有している。従って、吸音
部材とフリースを併用することにより得られる被覆部材の吸音は、非常に優れたものとな
る。
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【００１４】
　上述した接着層に加えて、吸音部材と支持部材の間に位置する第２の接着層を被覆部材
に配置することが好ましい。この第２の接着層の利点は、吸音部材にくぼみを設けた場合
、繊維強化熱可塑性プラスチック材料が吸音部材の下にこないようにすることができると
いうことである。このことは、多数の部材の場合に、被覆部材の製造時、吸音部材の一部
が支持部材の誤った側にくるのを防ぐ。
【００１５】
　熱可塑性プラスチック材料は、ポリオレフィンからなることが好ましい。しかし、該プ
ラスチック材料は、ポリアミド、ポリプロピレン又はポリエチレンであることが特に好ま
しい。これらの材料の使用は有利である。というのも、これらの材料は、所望の形に容易
に成形することができ、また成形後は非常に優れた機械特性を有するからである。
【００１６】
　被覆部材をさらに強くするため、該熱可塑性プラスチック材料は繊維を含んでおり、そ
れによって複合材料が形成されている。支持部材の熱可塑性プラスチック材料における繊
維の割合（百分率）は、５～８０重量％の範囲にあることが好ましく、１０～２５重量％
の範囲にあることが好ましく、約２０重量％であることがより好ましい。
【００１７】
　繊維は、ガラス繊維及び／又は玄武岩繊維及び／又は天然繊維からなることが好ましい
。該繊維が天然繊維からなる場合、それらは、麻繊維、バナナ繊維、ココヤシ繊維、及び
／又は亜麻繊維からなることが好ましい。天然繊維の使用は、それらが環境にやさしいと
いう利点がある。さらなる利点には、それらが加工しやすく、比較的価格が低く、そして
熱再利用において残留物（スラグ）を残さないということがある。
【００１８】
　吸音部材が連続気泡構造を有することもさらに好ましい。そのような構造は、一般的に
非常によい吸音能力を有しており、従って、輸送手段の音を吸収するのに適している。
【００１９】
　連続気泡構造は、発泡材料からなることが好ましい。発泡材料は、二次元的又は三次元
的に予備成形することが好ましく、そしてロールから取り出せることが好ましい。発泡材
料の利点は、種々の厚み及び種々の材質を使用できるということである。その利点は、所
定の範囲において吸音を、例えば、より厚い又はよりコンパクトな発泡体を用いて向上で
きるということである。また、同じ発泡体からなる複数の層を互いに重ねて配置すること
も可能である。さらに、所望の程度の音の吸収又は減衰が得られるよう、異なる種類の発
泡体を互いに組み合わせることも可能である。さらに、発泡材料はポリウレタンからなる
ことが好ましい。
【００２０】
　また吸音部材は、フェルト様材料、ガラスウール、又は岩綿から製造することもできる
。なおここで、例えば上述した発泡材料との組み合わせも可能である。
【００２１】
　好ましい実施形態において、吸音部材は、吸音特性が異なる複数の独立した部分からな
る。これらの部分は、例えば、互いに重ねあわせることができ、それにより吸音が所望の
程度である部材が得られる。従って、被覆部材が配置される位置に応じて吸音特性を調整
することが可能である。これは、被覆部材を非常に幅広く利用可能なものにする。
【００２２】
　吸音部材には、穴を設けることができ、それにより、被覆部材の製造時に接着層が支持
部材に接着される。これは、吸音部材がその寿命まで同じ位置に適切にとどまることを確
実にし、そして、使用時にそれがずれる可能性を確実に低くする。吸音部材においてその
ような穴を用いることは、吸音部材が比較的大きな表面積を有する場合に特に有利である
。また、製造時において、接着層が支持部材に接着される領域に、より小さな穴を配置す
ることも可能である。すなわち、穴は、接着層と支持部材に配置される。そのようなより
小さな穴は、輸送手段で被覆部材を使用している間、被覆部材に付着する可能性がある水
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を排出するのに用いることができる。
【００２３】
　接着層は、熱可塑性プラスチック材料（好ましくはポリプロピレン）からなることが好
ましい。一方、接着層は、支持部材の熱可塑性プラスチック材料と実質的に同じ熱可塑性
材料からなることがさらに好ましい。また、ここでそれがポリプロピレンであることも好
ましい。
【００２４】
　好ましい実施形態において、接着層には、撥水性であり、オイル製品をはじき、かつ／
又は燃料をはじく剤が含浸されている。そのような含浸は有利である。というのも、輸送
手段産業（例えば自動車産業及び航空機産業）に使用される多くのオイル製品（例えば潤
滑油、油圧油、ブレーキ液、エンジンオイル）並びに他の物質（例えば冷却剤、圧媒液、
及び燃料）は、接着層の品質に影響し得、また、吸音部材にも浸透し得るからである。こ
れは、被覆部材の寿命並びに該部材の吸音特性に悪影響を及ぼす。
【００２５】
　本発明の実施形態において、熱安定性部材が、支持部材と吸音部材の間、及び／又は、
接着層と吸音部材の間に配置される。熱安定性部材は、被覆部材の製造中に吸音部材が支
持部材及び／又は接着層にくっつかないことを保証する。熱安定性部材は、熱安定性でな
い又は熱安定性が低い吸音部材、すなわち、例えば熱の影響下において溶融、分解、そう
でなければその三次元的構造を損なう吸音部材とともに、特に用いられる。さらに吸音に
寄与するよう、熱安定性層を選択することもできる。しかし、そのような熱安定性層の使
用は、本発明に必須ではない。
【００２６】
　熱安定性部材は吸音部材と一体化されることが好ましい。これは、被覆部材の製造をよ
り単純にし、そして、使用中、部材が互いに対してずれるのを防止する。発泡材料を用い
ることが好ましく、その上に、熱安定性部材が被覆として配置される。
【００２７】
　好ましい実施形態において、被覆部材の一部には、耐熱部材、特にアルミニウム部材が
設けられる。ここで耐熱部材は、被覆部材の片側のみに配置することができるばかりでな
く、両側、すなわち支持部材と接着層の両方に設けてもよい。耐熱部材は、吸音部材が配
置されていない被覆部材上の位置に配置することが好ましい。しかし、場合によっては、
吸音部材が配置されている被覆部材の位置に耐熱部材を置くことも望ましいことがあり得
る。
【００２８】
　本発明の実施形態において、被覆部材はほぼ平板である。そのような平板の部材は、通
常、自動車産業において、自動車のエンジン及び／又は下側の保護プレートとして適用さ
れる。しかし、該部材を自動車の内部に使用することもできる。また、そのような部材は
、特に航空機産業においても用いることができる。
【００２９】
　支持部材の繊維強化熱可塑性プラスチック材料は、ガラスマット強化熱可塑性物質（Ｇ
ＭＴ）又は長繊維強化熱可塑性物質（ＬＦＴ）からなることが好ましい。これらの複合材
料は、自動車産業において主に使用されており、そこにおいてプラスチック材料は一般的
にポリプロピレンからなる。
【００３０】
　本発明の第２の態様は、以下のことを含む被覆部材の製造方法に関する。
ｉ）上昇した温度の繊維強化熱可塑性プラスチック材料からなる支持部材、吸音部材及び
接着層を、該吸音部材の表面の少なくとも一部にわたって該接着層が広がるよう、型内に
配置すること、
ｉｉ）被覆部材を形成するため、該支持部材、該吸音部材及び該接着層を該型内で上昇し
た圧力において所望の形にすること（ここで、該プラスチック材料が該吸音部材にわたっ
て広がりかつ該接着層の一部にわたって広がるよう、該被覆部材の繊維強化熱可塑性プラ
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スチック材料は粘性の様相にある）、
ｉｉｉ）該接着層の一部に付着する固体の支持部材が、該繊維強化熱可塑性プラスチック
材料によって形成されるよう、該被覆部材を該型内で冷却すること（ここで、該吸音部材
は該支持部材と該接着層の間に少なくとも部分的に封入される）。
【００３１】
　相対的に高い温度である結果、支持部材の熱可塑性材料は、製造中、粘性状態であるた
め、接着層は支持部材に融着する。吸音部材が配置されている所では、接着層は溶融せず
、従って、接着層と支持部材の間での結合は得られない。このようにして、被覆部材は単
一の加工工程によって得ることができ、該被覆部材は、所望の形を有するとともに、吸音
部材が同時に設けられている。これは、被覆部材の製造コストに対して非常に好ましい効
果がある。さらなる利点は、この方法が連続的又は半連続的に行うことができるというこ
とである。これは、吸音部材の製造コストにも好ましい効果がある。吸音部材に対してあ
まりスペースがないことがしばしばあるため、この単純な厚みの構造（複数の層を互いに
重ねることによる）は有利である。
【００３２】
　工程ｉ）は、少なくとも１７５℃～２７５℃（好ましくは２００℃～２２０℃）の温度
に支持部材を加熱すること、及び、加熱した支持部材を該型内に配置することを含むこと
が好ましい。この支持部材の加熱は、赤外線炉で行うことが好ましい。まず支持部材を加
熱した後、それを型内に配置することが好ましいが、支持部材を型内に置いてそれが粘性
になるよう該支持部材を加熱することもできる。支持部材を加熱することの利点は、加圧
の間、プラスチック材料は型内で比較的簡単に広がり、その結果、支持部材は均一に所望
の形になるということである。さらなる利点は、加圧力をそれほど大きくする必要がない
ということであり、それは、製造コストに好ましい効果がある。ポリプロピレンをプラス
チックとして使用する場合、該材料は約２２０℃に加熱することが好ましく、その後、該
部材は型内に配置される。
【００３３】
　型の温度は加熱された支持部材の温度よりも低いことが好ましい。型の温度は、２５℃
～７０℃にあることがさらに好ましく、約６０℃であることがより好ましい。また接着層
及び吸音部材の温度は、１０℃～１００℃にあることが好ましく、約２５℃であることが
最も好ましい。
【００３４】
　本発明の実施形態において、工程ｉｉ）が行われるとき吸音部材の全体が支持部材と接
着層の間に封入されるよう、工程ｉ）では吸音部材の全表面にわたって接着層が広がって
いる。この利点は、輸送手段の使用時に、被覆部材に設けられた吸音部材がずれることが
ないということである。さらなる利点は、吸音部材が、外部の影響（例えば水、オイル製
品、燃料、及び冷却剤）から保護されるということである。
【００３５】
　まず接着層を型内に配置し、次いで吸音部材及び熱可塑性材料を配置することが好まし
い。しかし、その逆の順序も可能である。その場合、熱可塑性プラスチック材料が最初に
型内に導入され、次いで、吸音部材及び接着層が導入される。型の外で吸音部材と接着層
を合わせてひとまとまりの物にし、そして、このひとまとまりの物を全体として型内に配
置することが特に好ましい。
【００３６】
　上述した接着層に加えて、第２の接着層を被覆部材に配置することも好ましく、この第
２の接着層は、吸音部材と支持部材の間に配置される。この第２の接着層の利点は、吸音
部材にくぼみを設けた場合、被覆部材の製造中、吸音部材の下で繊維強化熱可塑性プラス
チック材料が加圧されないということである。これにより、プレートがいくつかある場合
、製造時に吸音部材の一部が支持部材の誤った側にくることが回避される。
【００３７】
　ここで、工程ｉ）を行う前に、第１の接着層と第２の接着層とをひとまとまりにして吸
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音部材をそれらの間にはさんだものを形成することが好ましい。次いで、このひとまとま
りの物を、型内に配置し、繊維強化プラスチック材料に接触させることができる。このひ
とまとまりの物の形成は、例えば、これらの接着層の一部を互いに融着することにより達
成することができる。
【００３８】
　好ましい実施形態において、吸音部材には穴が設けられている。加圧の間、接着層は、
これら穴の近傍で、支持部材と接触するようになる。支持部材が相対的に温かいため、接
着層は支持部材上で溶融し、良好な永続的結合が得られる。これは、吸音部材がその寿命
まで同じ位置にとどまることを確実にする。吸音部材にそのような穴を用いることは、比
較的大きな表面積の吸音部材を用いる場合に、特に有利である。さらに、製造時、接着層
が支持部材に接合される領域において、より小さな穴を配置することも可能である。その
ようなより小さな穴は、輸送手段で被覆部材を使用している間、被覆部材に付着する可能
性がある水を排出するのに用いることができる。
【００３９】
　本発明の第３の態様は、上述した方法を用いて得ることができる被覆部材に関する。
　本発明の第４の態様は、上述した被覆部材を備える輸送手段用被覆部材に関する。
【００４０】
　本発明の最後の態様は、輸送手段、好ましくは自動車又は航空機を被覆するための本発
明による被覆部材の使用に関する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４１】
　本発明による被覆部材及び該被覆部材の製造方法のこれまで述べてきた特徴並びに他の
特徴は、以下に示すいくつかの例示的な実施形態に基づいてさらに明らかにされる。なお
、以下の実施形態は、単に例示として示されるにすぎず、本発明を限定しようとするもの
ではない。ここでは添付の図面を参照する。
【００４２】
　図１Ａは、被覆部材２を製造するための型１の部品を示している。型部品１は、被覆部
材２を形成するための成形部３、及び金属コア４を備える。図１Ｂは、熱可塑性材料（好
ましくはポリプロピレン）からなる接着層５を型部品１の成形部３に付与する様子を示し
ている。吸音部材６をこの接着層５の上に配置する（図１Ｃ）。吸音部材６は、ポリウレ
タン発泡体の構造を備えることが好ましい。輸送手段（好ましくは自動車）における被覆
部材の位置に応じて、該発泡体層は、より薄いもの、より厚いもの、よりコンパクトなも
の、又は異なる吸音材料の複数の層からなるものとなる。次いで支持部材７を、吸音部材
６上及び接着層５上に配置する（図１Ｄ）。ここで支持部材７は、繊維強化熱可塑性材料
からなり、そこにおいて、該支持部材は、ポリプロピレンとガラス繊維の複合材料（いわ
ゆるＬＦＴ又はＧＭＴ）からなることが特に好ましい。型内に置く前に、支持部材７を赤
外線炉において約２２０℃に加熱する。この加熱により、熱可塑性材料は軟化し、圧力下
で広がるため、比較的簡単に所望の形にプレス成形することができる。なおここで、加圧
の目的のために、支持部材７は吸音部材６及び接着層５を完全に覆うように広がっている
必要はない。これは、軟化した支持部材７を加圧する間、熱可塑性材料が十分に広げられ
るからである。図１Ｅは、閉じた状態の型１を示しており、そこにおいて被覆部材２は所
望の形にプレス成形される。この加圧の間、支持部材７の熱可塑性プラスチック材料は接
着層５にわたって広がり、そして吸音部材６にわたって広がる。軟化しかつ相対的に温か
い支持部材７の熱可塑性材料が接着層５に接触する所では、接着層５が支持部材７に融着
することになる一方、吸音部材が位置する所では、これが起こらない。吸音部材は支持部
材に融着せず、かつ／又は接着層に融着しない。接着層５が吸音部材６にわたって広がっ
ているため、加圧の間、吸音部材６は、支持部材に結合されることなく、接着層５と支持
部材７の間に封入されることとなる。加圧の間、吸音部材６は、圧縮されるが、加圧の後
、ほぼ完全にその前の形を回復する。また支持部材７の構造的特性は、配置された吸音部
材６によって影響を全く受けないか、ほとんど受けない。従って輸送手段に適した被覆部
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材２が得られる。
【００４３】
　図２は、図１の型１の断面を示しており、そこにおいて被覆部材２が形成されている。
被覆部材２は、支持部材７を備え、それに対して接着層５が、融着部５ａ、５ｂにより取
り付けられている。ここで吸音部材６は、輸送手段で被覆部材２を使用する間ずれないよ
うに、接着層５と支持部材７の間に封入されている。
【００４４】
　図３は、本発明の実施形態に従う被覆部材８を示している。被覆部材は、自動車の底板
として働くことができるよう設計されている。被覆部材８は、支持部材９を備える。この
支持部材９は繊維強化熱可塑性プラスチック材料からなり、好ましくはガラス繊維で強化
されたポリプロピレン（例えばＧＭＴ又はＬＦＴ）からなる。吸音部材１０（図示せず）
が支持部材９の一部上に配置され、吸音部材１０にわたって接着層１１が配置される。こ
こで接着層１１は、吸音部材１０を越えて広がっており、それにより、接着層１１の少な
くとも一部が支持部材９に接触している。接着層１１が支持部材に接触している所では、
支持部材９と接着層１１の両方が互いに融着している。使用される接着層は、支持部材９
のプラスチック材料（例えばポロプロピレン）と同じ材料からなることが好ましい。その
利点は、支持部材９と接着層１１の間で、良好な溶融及び良好な接着が起こるということ
である。接着層１１は、吸音部材１０に対して非常に緊密に適合する。これは、使用時に
吸音部材がずれる可能性をなくし、そして所望の形状を正確に決めることができる。
【００４５】
　図４は、本発明の実施形態に従う被覆部材１２について部品を分解して示している。被
覆部材１２は、所望の形状で設けられた支持部材１３を備える。被覆部材１２は、例えば
ポリウレタン発泡体からなる吸音部材１４をさらに備える。接着層１５がさらに示される
。この接着層１５は、吸音部材１４の表面を越えて広がっている。接着層１５が支持部材
１３に接触する所では、吸音部材１４がそれらの間に封入されるよう、それらは互いに融
着される。ここで、接着層及び吸音部材１４は、支持部材１３の形状にほぼ沿っている。
【００４６】
　図５は、図３の被覆部材８の断面を示している。被覆部材８は、支持部材９を備え、そ
の上に吸音部材１０が配置されている。この吸音部材１０は、それを覆うように付与され
ている接着層１１によって所定の位置に保持されている。この接着層１１の少なくとも一
部１１ａは、吸音部材を越えて広がっている。被覆部材８の製造時、この部分１１ａは、
支持部材９（これは製造時にその相対的に高い温度のため軟化している）に接触するよう
になり、そして支持部材（１１ｂ）に融着し、それにより、吸音部材１０は支持部材９と
接着層１１の間に封入されるようになる。
【００４７】
　図６及び図７は、本発明の実施形態を示しており、そこにおいて吸音部材１６には穴１
７が設けられている。この穴１７が吸音部材１６に存在するため、被覆部材１８の製造時
、接着層１９はこの穴１７において支持部材２０と接着され、皿状のへこみ２１を形成す
る。そのような皿状のへこみ２１の利点は、輸送手段（例えば自動車）で被覆部材１８を
使用する間、吸音部材１６がずれないようになるということである。もう一つの利点は、
実施形態において、穴２２は、接着層１９及び支持部材２０とともに皿状のくぼみ２１と
して配置することができ、そのため、皿状のくぼみ２１は、液体（例えば水）を排出する
のに利用することができる。
【００４８】
　図８は、本発明の実施形態に従う被覆部材２３を示している。被覆部材２３は、支持部
材２４を備え、その上に吸音部材２６が配置されている。この吸音部材２６を覆うように
接着層２７が付与されている。この接着層２７は、吸音部材２６を越えて広がる部分２８
において、支持部材２４と融着されている。支持部材２４の一部には、耐熱部材２５がさ
らに設けられている。この耐熱部材２５によれば、支持部材２４、吸音部材２６又は接着
層２７を分解させることなく、あるいは、少なくとも溶融又は軟化させることなく、被覆
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かし、接着層２７及び／又は支持部材２４に耐熱部材２５（例えばアルミニウム板）を設
けることもできる。その場合、耐熱部材２５は、吸音部材が配置される領域にわたって広
がるものとすることができる。
【００４９】
　図９は、本発明の実施形態に従う被覆部材２９について部品を分解して示している。被
覆部材２９は、所望の形状で設けられた支持部材３０を備える。被覆部材２９は、例えば
ポリウレタン発泡体からなる吸音部材３２をさらに備える。２つの接着層３４、３５がさ
らに示される。第１の接着層３４は、吸音部材３２の表面を越えて広がっている。接着層
３４が支持部材３０に接触する所では、それらは互いに（又は第２の接着層３５に）融着
されており、そのため、吸音部材３２はそれらの間に封入されている。ここで接着層３４
及び吸音部材３２は、支持部材３０の形にほぼ沿っている。第２の接着層３５は、吸音部
材３２と支持部材３０の間に配置されている。この第２の接着層３５を用いることにより
、被覆部材２９の製造時、くぼみ３６の位置において支持部材３０の繊維強化熱可塑性プ
ラスチック材料が吸音部材の上面にくるのを防ぐことができる。第２の接着層３５が吸音
部材に接触していない所では、それは支持部材３０に融着されている。必要に応じて、吸
音部材３２には、該部材３２が第２の接着層３５にくっつかないよう、熱安定性層を設け
ることができる。さらに、予め第１の接着層３４と第２の接着層３５を接着してひとまと
まりの物を形成し、その中に吸音部材を封入することも可能である。そして、製造時、そ
のひとまとまりの物を型内に配置し、そして、該ひとまとまりの物を支持部材に部分的に
接着させることができる。
【００５０】
　本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、求める権利は特許請求の範囲に
基づいて決定されるべきものである。特許請求の範囲内においては、多くの可能な修飾・
変更（例えば、とりわけ上述した実施形態の組み合わせ）を意図することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５１】
【図１Ａ】本発明による被覆部材の実施形態を製造するための方法の実施形態を示す図で
ある。
【図１Ｂ】本発明による被覆部材の実施形態を製造するための方法の実施形態を示す図で
ある。
【図１Ｃ】本発明による被覆部材の実施形態を製造するための方法の実施形態を示す図で
ある。
【図１Ｄ】本発明による被覆部材の実施形態を製造するための方法の実施形態を示す図で
ある。
【図１Ｅ】本発明による被覆部材の実施形態を製造するための方法の実施形態を示す図で
ある。
【図２】本発明による被覆部材の実施形態に加えて、被覆部材の実施形態を製造するため
の図１の型を示す図である。
【図３】本発明による被覆部材の実施形態を示す図である。
【図４】本発明による被覆部材の実施形態の部品を分解して示す図である。
【図５】本発明の実施形態に従う被覆部材を示す側面図である。
【図６】本発明の実施形態に従う被覆部材を示す図である。
【図７】本発明による被覆部材の実施形態の排水部を詳細に示す図である。
【図８】耐熱部材が設けられた被覆部材の側面図である。
【図９】本発明による被覆部材の実施形態の部品を分解して示す図である。
【符号の説明】
【００５２】
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